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Ａ共済事由
受取金額は、掛金を概ね１.５％で複利
計算した元利合計額に相当。

Ｂ共済事由
受取金額は、掛金を概ね１.０％で複利
計算した元利合計額に相当。

準共済事由
受取金額は、掛金納付年数が18.5年
までは掛金合計額、それ以降は共済金
Ｂの91%相当額。

解約事由
受取金額は、掛金総額の80％～120％
で、２０年未満の解約の場合、掛金総額
を下回る。

個人事業者
（共同経営者を含む）

●個人事業の廃止
（注）複数の事業を営んでいる場合は、

すべての事業を廃止したことが条件
となる。

●死亡

●老齢給付
（65歳以上で180か月以上の掛金を納
付）

●法人成りし、その会社の役員に就任
しない場合
●法人成りし、その会社の役員に就任
した場合（役員たる小規模企業者
となったときを除く）

●12月以上の掛金の滞納、共済金等の
不正受給
●任意解約
●法人成りし、その会社の役員たる小規
模企業者となった場合

会社等役員

●会社等の解散 ●老齢給付
（65歳以上で180か月以上の掛金を納
付）
●会社等役員の65歳以上による退任
●会社等役員の死亡、疾病、負傷によ
る退任

●会社等役員の退任
（死亡、疾病、65歳以上、負傷、解
散を除く。）

●12月以上の掛金の滞納、共済金等の
不正受給
●任意解約

支給金額 低高

●加入資格： 小規模企業の個人事業者、会社役員
●制度開始： 昭和４０年１２月
●在籍者数： １３２．７万人（平成２９年３月末）
●資産総額： ９兆４６５億円（平成２９年３月末）
●月額掛金：１千円～７万円（在籍者平均：４．１万円）
●共済金等総支給額： ５，３９３億円（平成２８年度）

（共済金平均支給額：１，０８２万円）

● 小規模企業の個人事業主や会社の役員が、廃業・退職後の生活の安定等を図るための資金として積み立てを行う共済制度。運
営主体は、（独）中小企業基盤整備機構。

● 現行制度では、個人事業の廃止、会社等解散など廃業に至る場合について、A共済事由として最も手厚い共済金を支給。また、B
共済事由として老齢給付の仕組みを設けている。

１．小規模企業共済制度の概要
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６．「支給率の基準となる率」の算定

5.(1)により、「支給率の基準となる率」を算定すると0.04294となる。

支給率の基準となる率 ＝
①付加共済金原資額

②仮定共済金等の発生見込総額

=
3,422億円

7兆9,688億円

＝ 0.04294
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（１）14ヵ月の推計リスクについて

▲3,365 億円
▲２σ水準の推計リスク

７．「支給率」の決定に当たっての「その他事情を勘案」について
６．で算定した率をベースとしつつ、「当該年度以降の運用収入の見込額その他の事情を勘案して」、
付加共済金の支給率を決定する（小規模企業共済法第9条第5項）。

第８回中小企業政策審議会 経営支援分科会（平成２８年３月）
平成２８年度「付加共済金の支給率」について（案）
（２）２８年度以降の運用収入の見込み額その他の事情について
①第５回共済小委員会（平成２７年１２月１４日）において、共済制度の信頼性を保つた
めに付加共済金原資を１／２とし、残りの １／２を留保することとした。

（２）目標積立（留保）額について

水準 水準以下に含まれる確率
（発生頻度） 損失見込み額

▲1σ 15.87%
（6年に1度程度） 1,340億円以上

▲2σ 2.28%
（40年に1度程度） 3,365億円以上

▲3σ 0.14%
（700年に１度程度） 5,389億円以上

正規分布における事象の発生確率

平成30年1月末の委託運用資産額を基準に14ヵ月後の平成31年3月末の利益剰余金を見
込むため、委託運用資産の期待収益率と標準偏差から推計期間のリスク（変化額）を算出



平成30年度の付加共済金の支給率

＝
①’付加共済金原資に充てるべき額（＝①剰余金見込額－推計リスク２ ）

②仮定共済金等の発生見込総額

＝ 2,848,999,451 円
7,968,785,229,111 円 ＝ 0.00035 75199191

※付加共済金の支給率の小数点以下の取り扱いは、5桁にすることとし、小数点以下6桁は四捨五入にすることとする。
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８．付加共済金に充てるべき額（まとめ）

（剰余金見込額3,422億円）－（2σ水準の推計リスク3,365億円）
＝57億円
が2σ水準控除後の剰余金見込額となる見込み

（１）▲２σ水準の推計リスクを見込んだ場合、剰余金見込額が発生する見込み

2σ水準の推計リスクを控除後の剰余金見込額57億円のうち1/2を積み立て、
残り1/2を付加共済金原資に充てるべき額とする
→付加共済金原資に充てるべき額 57億円×1/2＝2８.５億円

（２）付加共済金原資に充てるべき額
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９．平成３０年度の付加共済金の支給率の決定

● 平成30年度の付加共済金の支給率は「０．０００３６」とする。

付加共済金の支給率（案）

＜その他、報告事項＞
①剰余金見込額（２σ控除後）から付加共済金原資に充てるべき額を引いた残額は積
み立てる（留保する）こととし、次年度以降の付加共済金原資から控除する

②平成３１年度以降に、共済金等を管理する給付経理から事務費を負担している業務
等経理への繰入れが発生する見込みであり、繰入額について、付加共済金原資から控
除する

※事務費は従来、国からの運営費交付金、出資金運用益、業務等経理の利益剰余金等で充当してきたが、将
来的にこれらの財源では不足することが見込まれたため、平成27年12月の共済小委員会の議論を経て、給付
経理から業務等経理への繰り入れを可能とする省令改正を措置済み（平成28年4月）
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